
「スポーツにおける暴力行為等相談窓口」設置規程 

 

（総 則） 

第１条  本規程は、『公益財団法人日本水泳連盟（以下「本連盟」という。）及び加盟団体

における倫理に関するガイドライン（以下「倫理に関するガイドライン」とい

う。）』及び本連盟「倫理規程」に基づき、スポーツにおける暴力行為等に関する

相談及び問い合わせ（以下「相談等」という。）に対応する体制を整備するた

め、「スポーツにおける暴力行為等相談窓口」（以下「相談窓口」という。）に関

することを定める。 

 

（体制・担当） 

第２条  相談窓口は本連盟総務委員会の下に置く。相談窓口の業務は外部に委託すること

ができる。 

 

（相談内容及び被相談者の範囲） 

第３条  相談窓口は、倫理規程に定める役職員及び登録者等の倫理規程違反行為について

の相談等に対応する。ただし、私怨・誹謗中傷・不平不満に関するものは除く。 

２ 相談窓口では、倫理規程に定める役職員及び登録者等の倫理規程違反行為以外の

事案については対応しない｡ 

 

（相談等の方法） 

第４条  相談窓口の利用方法は、原則として電子メールによる方法とする。電話・ファク

シミリ・書面による方法については可能な限りにおいて個別に対応するものとす

る。 

２ 前項の利用方法は、本連盟ホームページや機関誌「月刊水泳」等に掲載し、その

周知徹底を図る。 

 

（手続き） 

第５条  相談窓口は、匿名の場合を除き、相談者に対し相談等を受けた旨、遅滞なく通知

するとともに、相談等の内容を確認する。 

   ２ 相談窓口は、前項の確認の後、遅滞なく相談内容を倫理委員長に報告する。 

３ 倫理委員長は、相談窓口の相談内容について報告を受けた場合、解決に最も適す

る本連盟担当委員会・当該加盟団体等に通知し、事実の確認及び適切な対応を依

頼する。 

４ 事案の確認及び対応の依頼を受けた本連盟担当委員会・当該加盟団体等は、相談

等に関する確認・調整にあたり協力・連携して対応するとともに、確認及び対応

結果について、倫理委員長に報告する。 

５ 倫理委員長は、相談等が匿名で連絡先が確保できないこと等によって、本規程に



定める事実関係の調査、その他の責務を遂げることに著しい支障を来たす場合に

は、その責務を免除される。 

６ 倫理委員長は、事案及びその確認並びに対応結果について、倫理委員会に報告す

る。 

７ 倫理委員長は、事案の内容に応じて、委員会を開催し対応する。 

８ 倫理委員会は相談窓口を通して、紛争状態にある相談等については、公益財団法

人日本スポーツ仲裁機構及び独立行政法人日本スポーツ振興センター等への相談

及び問い合わせを相談者に提案する。 

９ 相談窓口担当者、倫理委員会委員、その他事案の確認及び対応の依頼を受けた本

連盟担当委員会・当該加盟団体等は、相談者のプライバシー保護及び調査関係者

のプライバシー保護に配慮しなければならない。 

１０ 本連盟及び加盟団体は、相談窓口を利用したことを理由として、相談者に対す

る不利益な取扱いをしてはならない。 

 

（情報の保護） 

第６条  相談窓口担当者及び倫理委員会委員は、正当な理由無く、相談等の内容を開示し

てはならない。 

２ 事案の確認及び対応の依頼を受けた本連盟担当委員会・当該加盟団体等は、正当

な理由無く、相談・調査内容等の内容を開示してはならない。 

 

（対応者の責務） 

第７条 相談窓口担当者、倫理委員会委員及び事案の確認及び対応の依頼を受けた本連盟

担当委員会・当該加盟団体等は、法令及び本連盟諸規程に基づき、誠実に対応す

るよう努めなければならない。 

 

（結果の開示） 

第８条  本連盟は、相談者が被害者又は被害者の保護者である場合には、その請求に基づ

き、結果のみを開示することができる。 

   ２ 前項の請求は別紙の処分結果開示請求書をもって行うこととする。 

 

（補 則） 

第９条  その他相談窓口について必要な事項は、総務委員会で定める。 

 

（改 廃） 

第10条  本規程の改廃は、理事会の決議により行う。 

 

附則 １ 本規程は、平成25年4月2日より施行する。 

２ 本規程は、平成26年5月30日より一部改定施行する。 



３ 本規程は、2022（令和4）年2月26日より一部改定施行する。 

４ 本規程は、2024（令和6）年10月12日より一部改定施行する。 

  



別紙 

 

公益財団法人日本水泳連盟 御中 

 

 

処分結果開示請求書 

 

 

私が貴連盟「暴力行為等相談窓口」に相談した案件につきまして、処分結果を開示して頂

きたく、請求します。 

 

なお、開示される内容は処分の結果だけであり、理由等は開示されないことを了解したう

えで請求します。また、開示される処分結果については、秘匿性の高い情報であるため、取

扱いに十分注意すると共に、第三者に開示しないことを約束します。 

 

 

 

年   月   日 

 

 

氏名                ㊞  

 

 

 

住所                  

 

 

 

E-mail                 


